（様式第１号）
　　　　年　　月　　日

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	


福井県知事　様






※共同申請の場合、すべての企業について記載

　　　　　　　                               

成長産業立地促進補助金補助対象事業指定申請書

補助対象事業の指定を受けたいので、成長産業立地促進補助金交付要綱第５条の規定により関係書類を添えて申請します。

記

１　事業所等の名称
２　事業所等の所在地
３　業種および主たる製品名	Comment by 成長産業立地課: ※ 物流関連産業は主要生産品目の代わりに主要取引品目を記載。

※ 研究開発・本社機能（単独）、
サテライトオフィスは主要生産品目の代わりに事業内容を記載。

※  ホテル誘致促進枠は主要生産品目の記載不要
　　（主要生産品目）
（産業分類番号および業種）
４　整備区分　　　　　　（１）土地　　購入　　賃借	Comment by 成長産業立地課: ※賃借はサテライトオフィスのみ対象
　　　　　　　　　　　　（２）建物　　新設　　増設　　賃借
５　土地建物取得・賃貸借契約日　　　　　年　　月　　日（土地）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日（建物）
６　着手予定日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
７　事業開始予定日　　　　　　　　　　　年　　月　　日
８　敷地面積　　　　　　　　　　　　㎡　（今回増加分　　　　　　　　　　㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィス（賃借）の場合、下記事項は記載不要
　８敷地面積
　９建築面積
９　建築面積　　　　　　　　　　　　㎡　（今回増加分　　　　　　　　　　㎡）
10　延床面積　　　　　　　　　　　　㎡　（今回増加分　　　　　　　　　　㎡）
11　生産施設延床面積　　　　　　　　㎡　（今回増加分　　　　　　　　　　㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンター、ホテル誘致促進については、記載不要
12　本社機能等延床面積　　　　　　  ㎡　（今回増加分　          　　　 ㎡）
13　新規雇用予定者数　　　　　　　　人　（うち本社機能等　　　　　　　　人）
14　投下固定資産額　　　　　　　　千円　（うち補助対象額　　　　　　　千円）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスの場合は、記載不要
15　補助区分　　　　　　業　種（　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　　　補助率：　　　％　　補助上限：　　億円

16　活用見込オプション
	オプション区分
	活用見込み

	　給与加算（高水準）
	有　□　　無　□

	　ＵＩターン者新規雇用
	有　□　　無　□

	　子育て世帯（ＵＩターン者）雇用
	有　□　　無　□

	　社宅建設費
	有　□　　無　□

	　住居賃借料１２ヶ月
	有　□　　無　□

	　社員ファースト環境整備
	有　□　　無　□

	　嶺南加算（嶺南進出）
	有　□　　無　□

	　事業活動費（嶺南進出）
	有　□　　無　□



17　事業計画（生産・サービス提供等）
	事業所等業務内容
	　

	製品・業務名等
	数　　量
	金　額（千円）
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	―
	
	



18-1　事業計画（物流関連産業のみ記載）※根拠資料を添付すること
	業務区分
	高度化物流施設であることの説明
（例）事業所等業務内容・投資設備内容など

	□流通加工を伴う物流
	

	□自動化・省人化投資有り
	

	□その他
	


18-2　取扱荷物等の発送計画（物流関連産業のみ記載）※根拠資料を添付すること
	取扱荷物名
	発送量（計画）

	
	県内
	県外

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	



19-1　オフィス事業計画（サテライトオフィスのみ記載）
	オフィス業務内容
	

	オフィス売上計画
（千円）
	　年度
	　年度
	　年度

	
	
	
	



[bookmark: _Hlk67435562]19-2　オフィス整備費・運営費計画等（サテライトオフィスのみ記載）　（単位：千円）
	区　　分
	（１年目）
着手日～
事業開始１年後
	（２年目）
	（３年目）
	合計

	土地建物取得・改修
	
	
	
	

	土地建物賃借料
	
	
	
	

	事務機器等取得費
	
	
	
	

	事務機器等リース料
	
	
	
	

	通信回線料
	
	
	
	

	（合　計）
	
	
	
	



20　事業計画（ＡＩデータセンターのみ記載）※根拠資料を添付すること
　　業務内容等を踏まえ、ＡＩ型データセンターであることを記載
	事業所等
業務内容
	　






21 事業計画（ホテル誘致促進枠のみ記載）※根拠資料を添付すること
	名　称
（ブランド名）
	


	客室数
	　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 室
（うち、スイートルームまたはジュニアス　　　
イートに相当する客室 　　　　 　 室）
	収容人数
	        人

	客室面積
(種別)
	               
                       ㎡
	平均客室
単価
	円

	県との協定等の締結日
	令和　　年　　月　　日　（担当部局：　　　　　　　　　　　）



22　県の施策・プロジェクトとの連携（地域経済牽引事業枠のみ記載）
	関連する施策・プロジェクト名：

	≪連携等概要≫

	県との協定等の締結日
	　　　年　月　日（担当部局：　　　　）

	地域経済牽引事業計画県承認日
	　年　月　日（予定）



23-1　国の特定重要物資に指定されている分野
（特定成長枠、特定成長枠（特認）のみ記載）
	分野
	該当の有無

	半導体
	有　□　　無　□

	蓄電池
	有　□　　無　□

	先端電子部品
	有　□　　無　□

	永久磁石
	有　□　　無　□

	重要鉱物
	有　□　　無　□

	その他（分野名：　　　　　　　　　）
	有　□　　無　□




23-2　採択された国補助金
（特定成長枠、特定成長枠（特認）のみ記載）※根拠資料を添付すること
	補助金名
	交付団体名
	採択日
	交付（予定）額

	
	
	　　年　月　日
	円




24　投下固定資産等計画額（注）消費税・地方消費税額を除く。	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスについては、記載不要。
	区　　分
	数　量
	単価（千円）
	金額（千円）
	備　考

	土　　地※1
	
	
	
	

	建物・建物附属設備※2
	
	
	
	

	機械・装置
	
	
	
	

	その他償却資産※3
	
	
	
	

	社　　宅
	
	
	
	

	社員ファースト環境※4
	
	
	
	

	UIターン者
住居賃借料
	
	
	
	

	計
（UIターン者住居賃借料を除く）
	―
	―
	
	


[bookmark: _Hlk63765440]　　※１　土地については、※2の建物の延床面積に基づき按分し、金額および補助対象経費を算出すること
※２　同一建物において複数の補助区分（業種）が混在する場合または補助対象外区分と補助区分が混在する場合は、延床面積按分により金額および補助対象経費を算出すること。
※３　構築物、車両・運搬具、工具・器具・備品　　
※４　社員ファースト環境対象部分について切り出して記載すること。建物と一体で整備される場合は、延床面積案分により、金額および補助対象経費を算出すること。さらに補助対象外区分が混在する場合は、補助対象区分の延床面積に基づき、金額および補助対象経費を算出すること


25　新規雇用予定者数（正社員※1数）　　　　　　　　　　　　　　     （単位：人）
	区　　分
	正社員数
	うち
	備　考

	
	
	県内者※3
	

	 指定申請時※2（　　年　　月現在）
	
	
	

	 要件充足時　 （　　年　　月見込）
	
	
	

	（１）要件充足時の新規雇用者数見込
	
	
	

	
	うちU・Iターン者
	
	
	

	
	子育て世帯（U・Iターン者）
	
	
	

	（２）うち本社機能等新規雇用者数見込
	
	
	

	
	うちU・Iターン者
	
	
	

	
	子育て世帯（U・Iターン者）
	
	
	


　　※１　正社員＝期間を定めずに雇われている労働者であって、福井県内で勤務し、　補助対象事業所等において職務に従事する者
※２　指定申請時＝土地取得契約等届出書を提出している場合は、土地建物取得日
※３　県内者＝県内に住民票のある者（県内居住者または県外からの転入者）

≪上記（１）要件充足時の新規雇用者見込（内訳）≫
	区分
	人数見込
	主な業務内容

	本社機能等
	うち研究開発
	人
	

	
	うち本社機能
	人
	

	小計
	人
	

	その他
	人
	

	合計
	人
	



26　子育て世帯に対する企業の支援内容（子育て世帯雇用補助を受けたい場合）
	



27　事業活動費（嶺南進出）計画（補助対象予定の場合のみ記載）      （単位：千円）
	年度
区分
	    年度
	    年度
	    年度
	    年度
	    年度
	備　考

	製品搬送費 ※１
	
	
	
	
	
	

	工業用水道料
	
	
	
	
	
	

	燃 料 費
	
	
	
	
	
	

	電 気 料
	
	
	
	
	
	

	土地建物賃借料
	
	
	
	
	
	


    ※　ＡＩデータセンターについては「製品搬送費」を「通信回線料」に読み替えるものとする。

（様式第２号）
　　　　年　　月　　日
事業所等設置計画書
	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	











１　事業所等設置の経緯・理由








２　会社概要　※共同申請の場合、すべての企業について記載
（１）設立年月日　　　　　　　　年　　月　　日
（２）資　本　金
（３）業　　　種
（４）主要生産品目	Comment by 成長産業立地課: ※1 物流関連産業は主要生産品目の代わりに主要取引品目を記載。

※2 研究開発・本社機能（単独）、
サテライトオフィスは主要生産品目の代わりに事業内容を記載。

※3  ホテル誘致促進枠は主要生産品目の記載不要
（５）日本国内の拠点等の概要　　　　　　　　　　　　    　（　　年　　月　　日現在）
	名　　称
	所　在　地
	操業年月
	従業員数※
（人）
	業務内容
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	―
	―
	
	―
	


　※　全雇用者数（パート等を含む）を記載

（６）財務状況〔過去３ヵ年〕（企業名：　　　　　　※共同申請の場合）　（単位：千円）
	年度　
区分
	　　　　年度
	　　　　年度
	　　　　年度
	備　考

	売　上　高
	
	
	
	

	営 業 利 益
	
	
	
	

	経 常 利 益
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※共同申請の場合、すべての企業について記載

（７）納税額〔過去３ヵ年〕（企業名：　　　　　　※共同申請の場合）　　 （単位：千円）
	年度　
区　　分
	　　　　年度
	　　年度
	　　年度※
	備　考

	県　税
（福井県分）
	法人事業税
	
	
	
	

	
	法人県民税
	
	
	
	

	
	不動産取得税
	
	
	
	

	市 町 税
（当該事業所等
所在市町分）
	法人住民税
	
	
	
	

	
	固定資産税
	
	
	
	


　　　                             ※分割納付の場合は、課税総額（納付すべき税額）を記入
※共同申請の場合、すべての企業について記載

３　投資計画等の概要
（１）年度別投資計画（注）消費税・地方消費税額を除く。　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、記載不要
	年度　
区分
	　年度
	　年度
	　年度
	合　計
	備　考

	土　　地
	
	
	
	
	

	建物・建物附属設備
	
	
	
	
	

	機械・装置
	
	
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	
	
	

	社　　宅
	
	
	
	
	

	社員ファースト環境
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	









（２）年度別資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	年次　
区分
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合　計
	備　考

	投　資　額
	
	
	
	
	

	調達方法
	自己資金
	
	
	
	
	

	
	借入金
	銀　行
	
	
	
	
	

	
	
	県融資
	
	
	
	
	

	
	
	計
	
	
	
	
	

	備　　考
	
	
	
	
	

	補助対象資産に係る抵当権設定有無
	有　□　　無　□

	借入先金融機関（担保権設定金融機関）名称
	


※1　借入金は借入先ごとに記入すること
※2　補助対象資産に根抵当権を設定することは認められないので注意すること

４　工 程
	工期　
区分
	着　　手
	完　　了
	備　　考

	土 地 造 成
	　　年　　月
	　　年　　月
	

	建物・建物附属設備
	　　年　　月
	　　年　　月
	

	機械・装置	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、機械・装置を事務機器に読み替える。
	　　年　　月
	　　年　　月
	

	その他の償却資産
	　　年　　月
	　　年　　月
	

	社　　宅
	　　年　　月
	　　年　　月
	

	社員ファースト環境整備
	　　年　　月
	　　年　　月
	



５　事業所等配置計画
（１）敷地内全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンターは「うち生産施設」の記載不要

※サテライトオフィス（賃貸借の場合）は 「延床面積のみ」記載

※ホテル誘致促進枠は「うち生産施設」・「うち本社機能等」の記載不要
	区　　分
	整 備 前
	整 備 後
	増　減

	敷　地　面　積
	
	
	

	建
物
	建 築 面 積
	
	
	

	
	延 床 面 積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	

	緑地面積
	
	
	


　　　







（２）建物内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンターは「うち生産施設」の記載不要

※サテライトオフィス（賃貸借の場合）は 「延床面積のみ」記載

※ホテル誘致促進枠は「うち生産施設」・「うち本社機能等」の記載不要
	建物名称
	区　分
	整 備 前
	整 備 後
	増　減

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	


　　　

６　事業開始後の生産・売上計画　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円／年）	Comment by 成長産業立地課: ※1　物流関連産業は生産品目の代わりに取引品目、生産額の代わりに取引額を記載。

※2　研究開発・本社機能（単独）は記載不要。

※3　サテライトオフィス、AIデータセンターは生産額の代わりに売上額を記載。

※4　ホテル誘致促進枠は記載不要
	年度　
生産品目
	生　　産　　額
	備　考

	
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　

７　原料・資材等に関する計画	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンター、サテライトオフィス、ホテル誘致促進枠は記載不要
	年度　
品目
	使　　用　　量
	備　考

	
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


　　




８　電力・上水・工業用水等に関する計画	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィス、ホテル誘致促進枠は記載不要
	　　　　年度
品目
	使　　用　　量
	備　考

	
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	

	電　力（kwh/月）
	
	
	
	
	
	

	上水道（ｔ/日）
	
	
	
	
	
	

	工業用水（ｔ/日）
	
	
	
	
	
	

	地下水（ｔ/日）
	
	
	
	
	
	


　　
９　事業収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　（単位：百万円）
	年度　
収支
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	売　上　高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	

	当期純利益
	
	
	
	
	
	



10　企業収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	年度　
収支
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	売　上　高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	

	当期純利益
	
	
	
	
	
	


※共同申請の場合、すべての企業について記載

11　新規雇用計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　（単位：人）
	年度　
区分
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	正 社 員
	
	
	
	
	
	

	パート等　 ※１
	
	
	
	
	
	

	派遣労働者 ※２
	
	
	
	
	
	

	そ の 他　 ※３
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　　※１　契約社員、パート等で申請企業において雇用保険に加入する者
　　※２　労働者派遣事業所からの派遣労働者
　　※３　関連企業からの協力社員、短期アルバイト等


（様式第３号）
　　　　年　　月　　日
福井県知事　様
	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	







※共同申請の場合、すべての企業について記載


土地建物取得契約等届出書

　下記のとおり土地取得等に関する契約を締結したので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第７条の規定により届け出ます。
記
１　所在地　　　土地
　　　　　　　　建物
２　面積　　　　土地　　　　　　　　　㎡（敷地面積）
　　　　　　　　建物　　　　　　　　　㎡（延床面積）
３　区分　　　　土地　　　　購入　　・　　賃借	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスのみ記載。
　　　　　　　　建物　　　　購入　　・　　賃借
４　取得日　　土地　　　　　　　　　年　　月　　日
     （土地造成工事予定日） 　　　　  年　　月　　日
　　　　　　　　建物　　　　　　　　　年　　月　　日
５　着手予定日　　　　　　　　　年　　月　　日
６　事業開始予定日　　　　　　　年　　月　　日
７　投下固定資産予定総額　　　　　　　　　　円
８　新規雇用者予定数　　　　　　　　人（うち本社機能等      　人）
９　添付書類
　　・土地建物売買契約書または土地建物賃貸借契約書の写し
　【福井県内に既存事業所等がある場合】
　　・全従業員名簿
　　・事業所別被保険者台帳または雇用保険被保険者資格取得等確認通知書

（様式第４号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	









着　手　届　出　書

　下記のとおり事業着手したので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第８条の規定により届け出ます。

記

１　事業所等の名称
２　土地面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡（敷地面積）
３　建築面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
４　延床面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡
５　着手日　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
６　完了予定日　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
７　事業開始予定日　　　　　　　　　　年　　月　　日
８　添付書類
　　・着手日が分かる書類（工事契約書、設備等発注書など）の写し


（様式第５号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	










成長産業立地促進補助金補助対象事業指定変更承認申請書

みだしの事業計画について、下記のとおり変更したいので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第９条の規定により申請します。

記

１　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号

２　事業所等の名称

３　事業所等の所在地

４　変更の内容
	変更事項
	変　更　前
	変　更　後

	
	
	



５　変更の理由

６　添付書類
　　　変更内容の確認または説明に必要な書類


（様式第６号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	






※共同申請の場合、すべての企業について記載



成長産業立地促進補助金補助対象事業指定辞退届書

補助対象事業の指定を辞退したいので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第１０条の規定により届け出ます。

記

１　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号

２　事業所等の名称

３　事業所等の所在地

４　辞退の理由

（様式第７号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	









事業開始届出書

成長産業立地促進補助金補助対象事業指定にかかる事業所等について、下記のとおり事業を開始したので、成長産業立地促進補助金交付要綱第１１条の規定により届け出ます。

記

１　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号

２　事業所等の名称

３　事業所等の所在地

４　事業開始年月日　　　　　　　　　年　　月　　日

５　添付書類
　　・事業開始が分かる書類（プレスリリース等）

（様式第８号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	












補助要件充足届出書


　成長産業立地促進補助金補助対象指定にかかる事業所等について、要件を充足したので、同要綱第１２条の規定により届け出ます。

記

１　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号


２　事業所等の名称


３　事業所等の所在地


４　補助要件充足日　　　　　　　　　年　　月　　日














（様式第９－１号）
　　　　年　　月　　日
福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	









成長産業立地促進補助金補助対象事業指定承継承認申請書

みだしの指定について、下記のとおり指定事業を承継し、補助事業を継続して実施したいので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第１３条の規定により申請します。

記

１　被承継企業　　所在地
　　　　　　　　　企業名
　　　　　　　　　代表者役職・氏名

２　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号

３　指定の区分

４　事業所等の名称

５　事業所等の所在地

６　承継を必要とする理由

７　承継（予定）年月日　　

８　添付書類　承継内容の確認または説明に必要な書類
（様式第９－２号）
　　　　年　　月　　日
福井県知事　様
	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	








成長産業立地促進補助金補助対象事業指定承継承認申請書（設立前）
みだしの指定について、弊社の一切の権利義務を下記により　　　　　へ承継したいので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第１３条の規定により申請します。
記

１　承継企業　　所在地
　　　　　　　　企業名
　　　　　　　　代表者役職・氏名

２　指定年月日および指定番号　　　　年　　月　　日　　第　　号

３　指定の区分

４　事業所等の名称

５　事業所等の所在地

６　承継を必要とする理由

７　承継予定年月日

８　添付書類　　承継内容の確認または説明に必要な書類
（様式第10号）
　　　　年　　月　　日
福井県知事　様
	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	







　　成長産業立地促進補助金交付申請書兼実績報告書
成長産業立地促進補助金の交付を受けたいので、福井県成長産業立地促進補助金交付要綱第１５条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請するとともに、実績を報告します。
記
１　事業所等の名称
２　事業所等の所在地
３　業種および主たる製品名	Comment by 成長産業立地課: ※ 物流関連産業は主要生産品目の代わりに主要取引品目を記載。

※ 研究開発・本社機能（単独）、
サテライトオフィスは主要生産品目の代わりに事業内容を記載。

※  ホテル誘致促進枠は主要生産品目の記載不要
（主要生産品目）
（産業分類番号および業種）
４　補助対象事業指定年月日および指定番号
　　　令和　　年　　月　　日　　　　第　　号
　　　（指定の区分）　
５　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
６　土地建物取得日・賃貸借契約日  　　　年　　月　　日（土地）
　　　年　　月　　日（建物）
７　着手日　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
８　事業開始日　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
９　　　　　　　　　           ㎡　（今回増加分　          　　　 　　㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィス（賃借）の場合、下記事項は記載不要
 ９敷地面積
 １０建築面積
10　　　　　　　　   　　      ㎡　（今回増加分　         　　　      ㎡）
11　　　　　　　        　　  ㎡　（今回増加分　       　　　 　　   ㎡）
12　生産施設延床面積 　　　         　　㎡　（今回増加分　       　　 　　　   ㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンター、ホテル誘致促進については、記載不要
13　本社機能等延床面積 　　         　　㎡　（今回増加分　       　　   　　　 ㎡）
14　新規雇用者数　　　　　　　　　　　　人　（うち本社機能等　　　　　　　　 　人）
15　投下固定資産総額　　　　　　　　　千円　（うち補助対象額　　　　　　　千円）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、記載不要。
16　補助区分　　　　業　種（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　　　　　　　　　補助率：　　　　％　　　補助上限：　　億円
17　活用オプション
	オプション区分
	活 用 有 無

	　給与加算（高水準）
	有　□　　無　□

	　ＵＩターン者新規雇用
	有　□　　無　□

	　子育て世帯（ＵＩターン者）雇用
	有　□　　無　□

	　社宅建設費
	有　□　　無　□

	　住居賃借料１２ヶ月
	有　□　　無　□

	　社員ファースト環境整備
	有　□　　無　□

	　嶺南加算（嶺南進出）
	有　□　　無　□

	　事業活動費（嶺南進出）
	有　□　　無　□


18　事業実績（生産・サービス提供等）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスは20-2にて事業実績を記載するため、本項目は記載不要
	事業所等業務内容
	　

	製品・業務名等
	数　　量
	金　額（千円）
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	―
	
	



19-1　事業実績（物流関連産業のみ記載）※根拠資料を添付すること
	業務区分
	事業所等業務内容・投資設備

	□流通加工を伴う物流
	

	□自動化・省人化投資有り
	

	□その他
	


19-2　取扱荷物等の発送実績（物流関連産業のみ記載）※根拠資料を添付すること
	取扱荷物名
	発送量（計画）

	
	県内
	県外

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	



20-1　事業実績（ＡＩデータセンター枠のみ記載）※根拠資料を添付すること
	事業所等
業務内容
	　



20-2　オフィス事業実績（サテライトオフィスのみ記載）
	オフィス業務内容
	

	オフィス売上実績
（千円）
	　年度
	　年度
	　年度

	
	
	
	



21　オフィス整備費・運営費実績                                   (単位：円)
	区　　分
	（１年目）
着手日～
事業開始１年後
	（２年目）
	（３年目）
	合計

	土地建物取得・改修
	
	
	
	

	土地建物賃借料
	
	
	
	

	事務機器等取得費
	
	
	
	

	事務機器等リース料
	
	
	
	

	通信回線料
	
	
	
	

	（合　計）
	
	
	
	



22 事業計画（ホテル誘致促進枠のみ記載）※根拠資料を添付すること
	名　称
（ブランド名）
	


	客室数
	　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 室
（うち、スイートルームまたはジュニアス　　　
イートに相当する客室 　　　　 　 室）
	収容人数
	        人

	客室面積
(種別)
	               
                                ㎡
	平均客室
単価
	円

	県との協定等の締結日
	令和　　年　　月　　日　（担当部局：　　　　　　　　　　　）



23　県の施策・プロジェクトとの連携（地域経済牽引事業のみ記載）
	関連する施策・プロジェクト名：

	≪連携等概要≫

	県との協定等の締結日
	　年　月　日（担当部局：　　　　　　）

	地域経済牽引事業計画県承認日
	　年　月　日



24-1　国の特定重要物資に指定されている分野
（特定成長枠、特定成長枠（特認）のみ記載）
	分野
	該当の有無

	半導体
	有　□　　無　□

	蓄電池
	有　□　　無　□

	先端電子部品
	有　□　　無　□

	永久磁石
	有　□　　無　□

	重要鉱物
	有　□　　無　□

	その他（分野名：　　　　　　　　　）
	有　□　　無　□


24-2　採択された国補助金
（特定成長枠、特定成長枠（特認）のみ記載）※根拠資料を添付すること
	補助金名
	交付団体名
	採択日
	交付（予定）額

	
	
	　　年　月　日
	円


25　投下固定資産額（注）消費税・地方消費税額を除く。　　　　　　　（単位：円）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、記載不要。
	区　　分
	金　　額
	うち補助対象経費
	備　考

	土　　地※1
	
	
	

	建物・建物附属設備※2
	
	
	

	機械・装置
	
	
	

	その他償却資産※3
	
	
	

	社　　宅
	
	
	

	社員ファースト環境※4
	
	
	

	ＵＩターン者
住居賃借料
	
	
	

	計
（UIターン者住居賃借料を除く）
	―
	
	

	補助対象資産（予定）に係る抵当権設定日※5
	（土地）

	
	（建物）

	借入先金融機関（抵当権設定金融機関）名称
	

	借入金の使途
	

	借入金額
	千円

	抵当権設定経緯及び理由

	


[bookmark: _Hlk99095359]　　 ※１　土地については、※2の建物の延床面積に基づき按分し、金額および補助対象経費を算出すること
※２　同一建物において複数の補助区分（業種）が混在する場合または補助対象外区分と補助区分が混在する場合は、延床面積按分により金額および補助対象経費を算出すること。
※３　構築物、車両・運搬具、工具・器具・備品　　
※４　社員ファースト環境対象部分について切り出して記載すること。建物と一体で整備される場合は、延床面積案分により、金額および補助対象経費を算出すること。さらに補助対象外区分が混在する場合は、補助対象区分の延床面積に基づき、金額および補助対象経費を算出すること
　　※５　補助対象資産に根抵当権を設定することは認められないので注意すること

　≪事業所固定資産等状況（投資後）≫
	区　　分
	金額（千円）※2
	指定申請時からの
増加額（千円）
	備　考

	土　　地
	
	
	

	建物・建物附属設備
	
	
	

	機械・装置
	
	
	

	その他償却資産※1
	
	
	


　　※1　構築物、車両・運搬具、工具・器具・備品
　　※2　提出する投下固定資産一覧表の総額と一致させること

26　新規雇用者数（正社員数※1）　　　　　　　　　　　　　　　　　         　（単位：人）
	区　　分
	正社員数
	うち
	備　考

	
	
	県内者※2
	

	 指定申請時（　　年　　月現在）
	
	
	

	 要件充足時（　　年　　月現在）	Comment by 成長産業立地課: サテライトオフィスにおいては、要件充足時の下部に2年目や3年目の枠を設けて記載をしてもらう
	
	
	

	（１）要件充足時の新規雇用者数
	
	
	

	
	うちU・Iターン者
	
	
	

	
	子育て世帯（U・Iターン者）
	
	
	

	（２）うち本社機能等新規雇用者数
	
	
	

	
	うちU・Iターン者
	
	
	

	
	子育て世帯（U・Iターン者）
	
	
	


※１　正社員＝期間を定めずに雇われている労働者であって、福井県内で勤務し、補助対象事業所等において職務に従事する者
※２　県内者＝県内に住民票のある者（県内居住者または県外からの転入者）

≪上記（１）要件充足時の新規雇用者実績（内訳）≫
	区分
	人数実績
	主な業務内容

	本社機能等
	うち研究開発
	人
	

	
	うち本社機能
	人
	

	小計
	人
	

	その他
	人
	

	合計
	人
	




27　新規雇用者名簿
	№
	氏名
	年齢	Comment by 成長産業立地課: ※直近の定期昇給日時点での年齢を記載
	月額給与①※1
	目標額（三大都市圏）②※2
	差額※3
1 -②

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	


※１　基本給、諸手当（職務・精皆勤・通勤・家族等）を含めた額（超過労働給与額は除く）
　　※２　指定通知に添付された三大都市圏平均給与表に基づく額を記載
　　※３　差額が０以上であることを要件とする

28　新規雇用者名簿（給与加算（高水準）適用）
	№
	氏名
	年齢
	月額給与①※1
	目標額
（東京都）②※2
	差額※3①-②

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	

	
	
	
	千円
	千円
	


※１　基本給、諸手当（職務・精皆勤・通勤・家族等）を含めた額（超過労働給与額は除く）
　　※２　指定通知に添付された東京都平均給与表に基づく額を記載
　　※３　差額が０以上であることを要件とする

29　子育て世帯に対する企業の支援内容（子育て世帯雇用補助を受ける場合）
	[bookmark: _Hlk233976723]



30　事業活動費補助対象経費算定期間　
	自　　　年　　月　　日～至　　　年　　月　　日



31　事業活動費支払実績　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　（金額単位：円）
	項　目
	対象期間
	支　払　額
（補助対象額）
	備 考

	製品搬送費
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	

	工業用水道料
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	

	燃料費
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	

	電気料
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	

	賃借料
	土地
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	

	
	建物
	自　　　年　　月　　日
至　　　年　　月　　日
	
	


　（注）消費税・地方消費税額を除く。
　（注）ＡＩデーターセンターについては「製品搬送費」とあるのは「通信回線料」に読み替えるものとする。

（様式第11号）
　　　　年　　月　　日

事業所等設置実績書

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	










１　会社概要　※共同申請の場合、すべての企業について記載
（１）設立年月日　　　　　　　　年　　月　　日
（２）資　本　金
（３）業　　　種
（４）主要生産品目	Comment by 成長産業立地課: ※1 物流関連産業は主要生産品目の代わりに主要取引品目を記載。

※2 研究開発・本社機能（単独）、
サテライトオフィスは主要生産品目の代わりに事業内容を記載。

※3  ホテル誘致促進枠は主要生産品目の記載不要
（５）日本国内の拠点等の概要　　　　　　　　　　　　（　　年　　月　　日現在）
	名　　称
	所　在　地
	操業年月
	従業員数※
（人）
	業務内容
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	計
	―
	―
	
	―
	


　※　全雇用者数（パート等を含む）を記載


（６）納税額〔過去３ヵ年〕（企業名：　　　　　　※共同申請の場合）	（単位：千円）
	年度　
区　　分
	　　年度
	　　年度
	　　年度　※
	備　考

	県　税
（福井県分）
	法人事業税
	
	
	
	

	
	法人県民税
	
	
	
	

	
	不動産取得税
	
	
	
	

	市 町 税
（当該事業所等
所在市町分）
	法人住民税
	
	
	
	

	
	固定資産税
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　※分割納付の場合は、課税総額（納付すべき税額）を記載※共同申請の場合、すべての企業について記載

２　年度別設備投資実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　    （単位：円）	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、記載不要。
	年度　
区分
	　　年度
	　　年度
	　　年度
	合　計
	備　考

	土　　地
	
	
	
	
	

	建物・建物附属設備
	
	
	
	
	

	機械・装置
	
	
	
	
	

	その他償却資産
	
	
	
	
	

	社　　宅
	
	
	
	
	

	社員ファースト環境
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	



３　工 程
	工期　
区分
	着　　手
	完　　了
	備　　考

	土 地 造 成
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	建物・建物附属設備
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	機 械・装 置	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスにおいては、機械・装置を事務機器と読み替える。
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	その他の償却資産
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	社　　宅
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	

	社員ファースト環境
	　　年　　月　　日
	　　年　　月　　日
	





４　事業所等配置状況
（１）敷地内全体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンターは「うち生産施設」の記載不要

※サテライトオフィス（賃貸借の場合）は 「延床面積のみ」記載

※ホテル誘致促進枠は「うち生産施設」・「うち本社機能等」の記載不要
	区　　分
	整 備 前
	整 備 後
	増　減

	敷　地　面　積
	
	
	

	建
物
	建 築 面 積
	
	
	

	
	延 床 面 積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	


   
（２）建物内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎡）	Comment by 成長産業立地課: ※物流関連産業、研究開発・本社機能（単独）、AIデータセンターは「うち生産施設」の記載不要

※サテライトオフィス（賃貸借の場合）は 「延床面積のみ」記載

※ホテル誘致促進枠は「うち生産施設」・「うち本社機能等」の記載不要
	建物名称
	区　分
	整 備 前
	整 備 後
	増　減

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	

	
	建築面積
	
	
	

	
	延床面積
	
	
	

	
	
	うち生産施設
	
	
	

	
	
	うち本社機能等
	
	
	









５　事業収支実績および計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：百万円）
	年度　
収支
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	売　上　高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	

	当期純利益
	
	
	
	
	
	




６　企業収支実績および計画
	年度　
収支
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	売　上　高
	
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	
	

	当期純利益
	
	
	
	
	
	




７　新規雇用状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　（単位：人）
	年度　
区分
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	  年度
	備　考

	正 社 員
	
	
	
	
	
	

	パート等　 ※１
	
	
	
	
	
	

	派遣労働者 ※２
	
	
	
	
	
	

	そ の 他　 ※３
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　　※１　契約社員、パート等で申請企業において雇用保険に加入する者
　　※２　労働者派遣事業所からの派遣労働者
　　※３　関連企業からの協力社員、短期アルバイト等





（様式第12号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

申請者
所在地
企業名
代表者役職・氏名


　　年度成長産業立地促進補助金交付請求書

　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　　号で額の確定の通知があった成長産業立地促進補助金　　　　　　　　　　　円を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。


（様式第13号）
　　　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	









財産処分承認申請書

成長産業立地促進補助金の補助対象となった財産を処分したいので、同交付要綱第２２条の規定により、下記のとおり申請します。

記

１　事業所等の名称
２　事業所等の所在地
３　交付決定日および番号　　　　年　　月　　日　　福井県指令　第　　号
４　補助金交付日　　　　　　　　年　　月　　日
５　補助金交付額　　　　　　　　　　　　　　　　円
６　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　（うち処分対象額　　　　　　　　　　　　　　円）
７　処分の方法　　　　　　（目的外使用、譲渡、交換、貸し付け、担保提供）
８　処分予定日　　　　　　　　　年　　月　　日
９　処分による収益　　　　　　　　　　　　　　　円
10　経緯および処分の理由




11　添付資料
　（１）処分対象財産の明細を示す資料（固定資産台帳等）
　（２）補助金交付決定通知書および額の確定通知書の写
　（３）その他参考となる資料（処分の内容や理由を補足する資料）

（様式第14号）
　　年　　月　　日

福井県知事　様

	≪申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名
	

	≪共同申請者≫

	所在地
	

	企業名
	

	代表者役職・氏名※共同申請の場合、すべての企業について記載

	








事業状況報告書
　年　月　日福井県指令　第　　号により成長産業立地促進補助金の交付決定を受けた事業所等の事業活動状況について、同交付要綱第２３条により下記のとおり報告します。

記
１　補助対象事業所等の概要
（１）事業所等の名称
（２）事業所等の所在地
（３）事業開始日　　　　　　　　年　　月　　日
（４）生産状況	Comment by 成長産業立地課: ※サテライトオフィスは生産量の欄にオフィス業務内容、生産額の欄にオフィスの売上（千円）を記入

※ホテル誘致促進枠は生産量の欄に稼働客室数（室数）、生産額の欄に稼働率（％）を記載
	区　分
	年度　
　品目
	　　年度
	　　年度
	　　年度
計画
	備考

	生 産 量
  ※
（　　　／年）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	生 産 額

（千円／年）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　※生産品に応じて生産量の単位（ｔ，個　等）を記入
（５）運営状況（ホテル誘致促進枠のみ）
　 施設概要
	項目
	内容

	客室数（室）
	

	客室面積（㎡）
	


　
運営実績
報告対象年月日　　　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
	項目
	計画
	実績

	年間宿泊者数（人）
	
	

	年間客室稼働率（％）
	
	

	平均客室単価（円）
	
	


※別添、月別の運営実績が分かるものを提出すること

（６）従業員雇用状況（　　年　　月　　日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　
	区　　分
	従業員
（雇用保険被保険者）
	左記以外
	計
	備　考

	
	正社員
	その他
※１
	派遣労働者
※２
	その他
※３
	
	

	全従業数（人）
	
	
	
	
	
	

	 平均給与（万円/年）
	
	
	
	－
	
	


　　※１　契約社員、パート等で申請企業において雇用保険に加入する者
　　※２　労働者派遣事業所からの派遣労働者
　　※３　関連企業からの協力社員、短期アルバイト等他の区分に含まれない者

２　企業の事業活動状況　※共同申請の場合、すべての企業について記載
（１）事業年度期間　　　　年　　月　　日　～　　年　　月　　日
（２）財務状況〔単独〕（企業名：　　　　　　※共同申請の場合）
	年度 
 区分
	　　年度
	　　年度
	　　年度計画
	備　考

	
	千円
	千円
	千円
	

	
	千円
	千円
	千円
	

	
	千円
	千円
	千円
	

	当期純利益
	千円
	千円
	千円
	



（３）財務状況〔連結〕（※作成している場合のみ記載）
	年度 
 区分
	　　年度
	　　年度
	　　年度計画
	備　考

	
	千円
	千円
	千円
	

	
	千円
	千円
	千円
	

	
	千円
	千円
	千円
	

	当期純利益
	千円
	千円
	千円
	


（４）納税額（企業名：　　　　　　※共同申請の場合）
	年度　
区　　分
	　　年度
	　　年度　※
	備　考

	県　税
（福井県分）
	法人事業税
	円
	円
	

	
	法人県民税
	円
	円
	

	
	不動産取得税
	円
	円
	

	市 町 税
（当該事業所等
所在市町分）
	法人住民税
	円
	円
	

	
	固定資産税
	円
	円
	


　　※分割納付の場合は、課税総額（納付すべき税額）を記入

（5） 県内企業との協業実績
①　県内企業との取引状況
	年度
	取引企業数
	域内取引額①※
	総取引額②
	割合（①/②）

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％

	年
	社
	千円
	千円
	％


　　　※域内とは、福井県内とする。

②　県内企業または県内研究機関との協業状況・共同研究状況
	企業・機関名
	

	期　　間
	自　年　月　
至　年　月※

	協業状況
研究概要
	


　　　※研究期間が終了している場合は記載
